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1. 17年 3月期の業績（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期      161,866    △6.1         883   △24.4       2,399     2.0

16年 3月期      172,432    △1.3       1,168    △9.9       2,351    17.2

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年 3月期        1,684    26.3         12.87－      3.4     1.8     1.5

16年 3月期        1,333－          10.19－      2.8     1.7     1.4

(注 )1.期中平均株式数 17年 3月期    130,814,664株 16年 3月期    130,828,352株
2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
17年 3月期           7.50          3.75          3.75         981    58.3     2.0

16年 3月期           7.50          3.75          3.75         981    73.6     2.0

(注 )17年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 3月期      127,379      49,313     38.7         376.98

16年 3月期      137,055      49,279     36.0         376.70

(注 )1.期末発行済株式数 17年 3月期    130,810,466株 16年 3月期    130,816,647株
2.期末自己株式数 17年 3月期         64,753株         58,572株16年 3月期

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       78,000       1,200         600          3.75－ －

通 期      158,000       2,800       1,500－           3.75          7.50

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          11円 47銭
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    13131313    財務諸表等財務諸表等財務諸表等財務諸表等    
  ①貸借対照表 

（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（資産の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金   ９，１６９ ７，１０６  △２，０６３

 ２ 受取手形   ６，６３９ ５，４１６  △１，２２３

 ３ 売掛金   ２４，１２０ ２４，２３１  １１１

 ４ 有価証券   １００ －  △１００

 ５ 棚卸資産   ２２，００３ １７，７６５  △４，２３８

 ６ 短期貸付金   ４，９２０ ５，５３２  ６１２

 ７ 繰延税金資産   ６６９ ６３７  △３２

 ８ 繰延ヘッジ損失   － ６８  ６８

 ９ その他   ２，８２５ ３，７９５  ９７０

   貸倒引当金   △１３２ △１８８  △５６

  流動資産合計   ７０，３１３ 51.3 ６４，３６２ 50.5 △５，９５１

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1)建物   ６，６４０ ５，３４１  △１，２９９

  (2)機械及び装置   ７，２６０ ３，９７３  △３，２８７

  (3)土地   １２，８０５ １０，８７８  △１，９２７

  (4)建設仮勘定   ６８ １１９  ５１

  (5)その他   ２，２２８ １，１５０  △１，０７８

  有形固定資産合計   ２９，００１ 21.2 ２１，４６１ 16.9 △７，５４０

 ２ 無形固定資産     

  (1)ソフトウェア   ５２９ ４５４  △７５

  (2)その他   ７９ ７９  △０

  無形固定資産合計   ６０８ 0.4 ５３３ 0.4 △７５

 ３ 投資その他の資産    

  (1)投資有価証券   １７，３９３ １８，１８８  ７９５

  (2)長期貸付金   １６，２８１ １３，８５１  △２，４３０

  (3)前払年金費用   ２，４７７ ４，１１８  １，６４１

  (4)繰延税金資産   ２，８２５ ２，９２２  ９７

  (5)その他   ４，３０６ ４，１６７  △１３９

   貸倒引当金   △６，１８２ △２，２２３  ３，９５９

  投資その他の資産合計  ３７，１００ 27.1 ４１，０２３ 32.2 ３，９２３

  固定資産合計   ６６，７０９ 48.7 ６３，０１７ 49.5 △３，６９２

Ⅲ 繰延資産     

 １ 社債発行費   ３３ －  △３３

  繰延資産合計   ３３ 0.0 － - △３３

  資産合計   １３７，０５５ 100.0 １２７，３７９ 100.0 △９，６７６

     

 



 -2-

 
（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（負債の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形   １０，２６６ ４，４０４  △５，８６２

 ２ 買掛金   １７，３５７ ２４，０５５  ６，６９８

 ３ 短期借入金   １５，３２１ １２，０６５  △３，２５６

 ４ 未払金   ２１，６１６ １７，５６８  △４，０４８

 ５ 未払法人税等   ７６ ８０５  ７２９

 ６ 賞与引当金   １，２４７ １，２０５  △４２

 ７ 繰延ヘッジ利益   ５３ －  △５３

 ８ その他   ２，３４４ ２，１９５  △１４９

  流動負債合計   ６８，２８０ 49.8 ６２，２９７ 48.9 △５，９８３

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債   ５，０００ ５，０００  －

 ２ 長期借入金   １１，０４９ ７，４４４  △３，６０５

 ３ 退職給付引当金   ２，８３２ ２，７１１  △１２１

 ４ その他   ６１５ ６１４  △１

  固定負債合計   １９，４９６ 14.2 １５，７６９ 12.4 △３，７２７

  負債合計   ８７，７７６ 64.0 ７８，０６６ 61.3 △９，７１０

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   １３，１５０ 9.6 １３，１５０ 10.3 －

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  １１，８５１ １１，８５１   

  資本剰余金合計   １１，８５１ 8.6 １１，８５１ 9.3 －

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金  ２，７０９ ２，７０９   

 ２ 任意積立金  １６，８１０ １６，７５２   

 ３ 当期未処分利益  ２，６４１ ３，４０１   

  利益剰余金合計   ２２，１６０ 16.2 ２２，８６２ 17.9 ７０２

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ２，１３５ 1.6 １，４７０ 1.2 △６６５

Ⅴ 自己株式   △１７ △0.0 △２０ △0.0 △３

  資本合計   ４９，２７９ 36.0 ４９，３１３ 38.7 ３４

  負債資本合計   １３７，０５５ 100.0 １２７，３７９ 100.0 △９，６７６
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  ②損益計算書 

（単位：百万円） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

   ％  ％ 

Ⅰ 売上高     

 １ 製品売上高  １３３，４２５ １２９，３３３   

 ２ 商品売上高  ３９，００７ １７２，４３２ 100.0 ３２，５３３ １６１，８６６ 100.0 △１０，５６６

Ⅱ 売上原価   ＾   

 １ 製品・商品期首棚卸高 ２１，５８１ ２０，７１６   

 ２ 当期製品仕入高  ７６，１５１ ８９，１５６   

 ３ 当期商品仕入高  ３６，７０２ ３０，９９２   

 ４ 当期製品製造原価 ２３，８２９ ８，２８４   

   合計  １５８，２６３ １４９，１４８   

 ５ 他勘定振替出高  ６８４ ４，１４７   

 ６ 製品・商品期末棚卸高 ２０，７１６ １３６，８６３ 79.4 １７，７２２ １２７，２７９ 78.6 △９，５８４

  売上総利益   ３５，５６９ 20.6 ３４，５８７ 21.4 △９８２

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３４，４０１ 19.9 ３３，７０４ 20.8 △６９７

  営業利益   １，１６８ 0.7 ８８３ 0.6 △２８５

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  ７６５ ５８０   

 ２ 有価証券利息  ６ ５   

 ３ 受取配当金  ２１８ ２７２   

 ４ 賃貸料  １，２６６ １，８５２   

 ５ 生命保険配当金  １２８ １１３   

 ６ 為替差益  － １   

 ７ その他  ５５８ ２，９４１ 1.7 ５５４ ３，３７７ 2.1 ４３６

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  ４１０ ２７９   

 ２ 社債利息  ２７ ２７   

 ３ 社債発行費償却  ３３ ３３   

 ４ 売上割引  ２６０ ２２９   

 ５ 減価償却費  ７２１ １，１３７   

 ６ 為替差損  １０６ －   

 ７ その他  ２０１ １，７５８ 1.0 １５６ １，８６１ 1.2 １０３

  経常利益   ２，３５１ 1.4 ２，３９９ 1.5 ４８
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（単位：百万円） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

   ％  ％ 

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入額 ８７１ ４，４６３   

 ２ 投資有価証券売却益 ３７４ １，８１５   

 ３ 土地売却益  ８５ ６０８   

 ４ ゴルフ会員権売却益 ２ －   

 ５ 適格退職年金制度一部終了益 － ２６９   

 ６ その他 － １，３３２ 0.7 ５６ ７，２１１ 4.4 ５，８７９

Ⅶ 特別損失     

 １ 貸倒引当金特別繰入額 ６１２ ５９９   

 ２ 棚卸損失  － ４７５   

 ３ 減損損失  － １，４９１   

 ４ 販売用土地評価損 － １，５２６   

 ５ 固定資産除却損  １９８ ２７４   

 ６ 土地売却損  １７ ３３２   

 ７ 投資有価証券評価損 ４ ８４６   

 ８ ゴルフ会員権評価損 ２９ １２５   

 ９ 役員退職金  １０７ ４４   

 10 営業権償却費  － ４００   

 11 構法変更負担金  － １９２   

 12 水害損失  － １３６   

 13 転籍者一時金  － ８７   

 14 退職給付制度一部終了損 － ６３   

 15 賃貸料減額過年度分 １１７ －   

 16 その他  － １，０８４ 0.6 ２６７ ６，８５７ 4.2 ５，７７３

 税引前当期純利益  ２，５９９ 1.5 ２，７５３ 1.7 １５４

 法人税、住民税及び事業税 ７５ ６７９   

 法人税等調整額  １，１９１ １，２６６ 0.7 ３９０ １，０６９ 0.7 △１９７

 当期純利益   １，３３３ 0.8 １，６８４ 1.0 ３５１

 前期繰越利益   １，７９９ ２，２０８  ４０９

 中間配当額   ４９１ ４９１  △０

 当期未処分利益  ２，６４１ ３，４０１  ７６０
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  ③利益処分案 

（単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 
増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 金  額 金 額 

  

Ⅰ 当期未処分利益 ２，６４１ ３，４０１ ７６０

Ⅱ 任意積立金取崩額  

 １ 特別償却積立金取崩額 ５ ２  

 ２ 海外投資等損失積立金取崩額 ５３ ５８ ５５ ５７ △１

    合計 ２，６９９ ３，４５８ ７５９

Ⅲ 利益処分額  

 １ 配当金 ４９１ ４９１ ４９０ ４９０ △１

Ⅳ 次期繰越利益 ２，２０８ ２，９６８ ７６０
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  ④重要な会計方針 
 

 

 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び (1)満期保有目的の債券 (1)満期保有目的の債券 

 評価方法 ―――――― ―――――― 

 (2)子会社株式及び関連会社株式 (2)子会社株式及び関連会社株式 

  …移動平均法による原価法  …同左 

 (3)その他有価証券 (3)その他有価証券 

  ①時価のあるもの  ①時価のあるもの 

   …同左 

  

  

 

  …期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定してい

る）  

  ②時価のないもの  ②時価のないもの 

   …主として移動平均法による原価法   …同左 

   

２．デリバティブ等の評価基準  デリバティブ  デリバティブ 

 及び評価方法  …時価法  …同左 

   

３．棚卸資産の評価基準及び  移動平均法による原価基準によっている。  同左 

 評価方法   

   

４．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

  同左 

  

  

 

 定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）については定

額法）を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。  

  建物及び構築物 ３～60 年  

  機械装置及び運搬具 ４～15 年  

 （追加情報）  

  

  

  

 

 平成 15 年 10 月１日の連結子会社への営業譲

渡に伴い、貸与設備に係る減価償却費を、従来

の製造経費から営業外費用の減価償却費として

処理している。  

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

 

 

 

 

 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

 営業権は支出時に全額償却し、営業権以外の

無形固定資産は定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

 (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 

  定額法を採用している。  同左 

 (4)少額減価償却資産 (4)少額減価償却資産 

  同左 

  

 

 取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産に

ついては、法人税法の規定に基づき、３年間で

均等償却を行っている。  
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前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．外貨建の資産及び負債の  同左 

 本邦通貨への換算基準  

 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相

場により円価に換算し、換算差額は損益として

処理している、  

   

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  同左 

  

  

 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい  

 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  同左 

 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上している。  

 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

  同左 

  

  

  

  

 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上している。（なお、企業

年金制度については、年金資産額が退職給付債

務を超えるため、前払年金費用を計上してい  

  

  

 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による

定額法により費用処理している。  

  

  

  

  

 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10 年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。  

   

７．リース取引の処理方法  同左 

  

  

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。  
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前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

  

 

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替

予約及び通貨オプションについては振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用している。  

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

 

 為替予約及び通貨オプションを手段とし、外

貨建債権債務及び外貨建予定取引を対象として

いる。金利スワップを手段とし、借入金を対象

としている。  

 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

  同左 

 

 当社の内部規定である「リスク管理方針」に

基づき、為替変動リスクをヘッジしている。  

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

  

  

  

  

  

 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価している。ただし、特例処理によって

いる金利スワップについては、有効性の評価を

省略している。  

   

９．その他財務諸表作成のため 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 の基本となる重要な事項  同左 

 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっている。  

   

 
 
  財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年３月

31 日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針を適用

している。これにより税引前当期純利益は１，４９１百万円減少して

いる。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除している。 
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  追加情報 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第９号）

が平成 15 年３月 31 日に公布され、平成 16 年４月１日以後に開始

する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当事

業年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」（平成 16 年２月 13 日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に伴い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上してい

る。 

 この結果、販売費及び一般管理費が１２６百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益が、同額減少している。 

―――――― 

 

 

 

 

 

 従来、売却・除却した固定資産については、期首帳簿価額を売

却・除却原価としていたが、平成 16 年 10 月１日の窯業系外装材の

生産設備の譲渡により金額的重要性が生じることから当事業年度よ

り原則的な方法である月割償却に変更した。 

 この変更により、経常利益が４２５百万円減少したが、特別損失が

同額減少しているため、税引前当期純利益に影響はない。 
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 注記事項 
 （貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

  

１ 有形固定資産の減価償却累計額 １ 有形固定資産の減価償却累計額 

  ３９，９６２ 百万円    ２９，８０４ 百万円  

  

２ 担保資産及び担保債務 ２ 担保資産及び担保債務 

  担保に供している資産は次のとおりである。   担保に供している資産は次のとおりである。 

 建物及び構築物 ６５８ 百万円   建物及び構築物 ６２２ 百万円  

 土地 ２４    土地 ２４   

 投資有価証券 １，００８    計 ６４６   

 計 １，６９０    

  

  担保付債務は次のとおりである。   担保付債務は次のとおりである。 

 長期借入金 １，０４８ 百万円   長期借入金 １０４ 百万円  

      

 
一年以内に返済予定 
の長期借入金 

４４ 
   

一年以内に返済予定 
の長期借入金 

４４ 
  

 保証債務 ５００    計 １４８   

 計 １，５９２    

  

  

３ 関係会社に対する債権・債務 ３ 関係会社に対する債権・債務 

 受取手形及び売掛金 ４，７６４ 百万円   受取手形及び売掛金 ４，６０９ 百万円  

 短期貸付金 ４，９１７    短期貸付金 ５，３８３   

 関係会社長期貸付金 １５，９９５    関係会社長期貸付金 １３，５６２   

 支払手形及び買掛金 ８，７５２    買掛金 １６，９７５   

  

４ 株式の状況 ４ 株式の状況 

 同左 

 

 授権株式数…普通株式 ３９８，２１８千株 ただし、定款の定めに

より、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を

減ずることになっている。  

 発行済株式総数 普通株式１３０，８７５千株  

  

５ 自己株式 ５ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式５８千株である。  当社が保有する自己株式の数は、普通株式６４千株である。 
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前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度末 
（平成17年３月31日） 

  

６ 保証債務（借入金に係る保証） ６ 保証債務（借入金に係る保証） 

 DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. １，０６１ 百万円   DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. ５８６ 百万円  

 大建工業（寧波）有限公司 ２１１    （ＵＳ＄５，４６０，４６０）   

 （ＵＳ＄２，０００，０００）    大建工業（寧波）有限公司 ４２９   

    （ＵＳ＄４，０００，０００）   

 

ダイケンホーム㈱の 
住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資） 

１２９ 
     

 当社の土地購入者 １４    

ダイケンホーム㈱の 
住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資） 

１０９ 
  

 計  １，４１５    当社の土地購入者 １３   

  計  １，１３７   

  

  上記以外に下記の保証を行っている。   上記以外に下記の保証を行っている。 

  （債権流動化に対する買戻し義務）   （債権流動化に対する買戻し義務） 

    

 

ダイケンエンジニアリング 
㈱他７社 

７１６ 百万円 
  

ダイケンエンジニアリング 
㈱他７社 

８３９ 百万円 
 

  

７ 偶発債務 ７ 偶発債務 

    

 

債権流動化に伴う 
買戻し義務 

２，６３９ 百万円 
  

債権流動化に伴う 
買戻し義務 

２，０２１ 百万円 
 

  

  当連結子会社の一括支払信託債務に対する併存的債務引受   当連結子会社の一括支払信託債務に対する併存的債務引受 

 西日本ダイケンプロダクツ㈱ ２，６１９ 百万円   西日本ダイケンプロダクツ㈱ ３，３７１ 百万円  

 東日本ダイケンプロダクツ㈱ ９６４    井波ダイケンプロダクツ㈱ ２，８８６   

 計  ３，５８３    三重ダイケン株㈱ １，４８０   

  中部ダイケンプロダクツ㈱ ８８７   

  東日本ダイケンプロダクツ㈱ ２９６   

  計  ８，９２０   

  

８ 一部の取引先との決済方法を、債務については据置現金支払

い（手形決済によった場合の満期日に現金で支払う方法）にし

ており、併せてアルデバラン・ファンディング・コーポレー

ション及び住友信託銀行へこの債務を一括譲渡している。 

８ 一部の取引先との決済方法を、債務については据置現金支払

い（手形決済によった場合の満期日に現金で支払う方法）にし

ており、併せてアルデバラン・ファンディング・コーポレー

ション及び住友信託銀行へこの債務を一括譲渡している。 

  譲渡額は「未払金」に含まれている。   譲渡額は「未払金」に含まれている。 

  未払金   未払金 

    

 

アルデバラン・ファンディ
ング・コーポレーション 

４，６６５ 百万円 
  

アルデバラン・ファンディ
ング・コーポレーション 

４，４０９ 百万円 
 

 住友信託銀行 １４，４００    住友信託銀行 １０，７９７   
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前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度末 
（平成17年３月31日） 

  

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 12 行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 12 行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  

    

 
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

１８，２００ 百万円 
  

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

１８，２００ 百万円 
 

 借入実行残高 －    借入実行残高 －   

 差引額 １８，２００    差引額 １８，２００   

  

10 商法施行規則第 124 条第３号に規定する時価を付したことに

より増加した貸借対照表上の純資産額は２，１３５百万円である。 

10 商法施行規則第 124 条第３号に規定する時価を付したことに

より増加した貸借対照表上の純資産額は１，４７０百万円である。 
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 注記事項 
 （損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 １ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

 運賃及び保管料 １０，７３７ 百万円   運賃及び保管料 １０，５７８ 百万円  

 雑販売費 ２，０１６    雑販売費 １，７１４   

 給料手当 ６，９７４    給料手当 ６，６７２   

 賞与 ８４５    賞与 ９２６   

 賞与引当金繰入額 ８６６    賞与引当金繰入額 １，２０５   

 退職給付費用 １，００５    退職給付費用 ６４０   

 福利厚生費 １，７３７    減価償却費 ４６２   

 減価償却費 ４３５    賃借料 ２，７１６   

 賃借料 ２，８８８        

  

  販売費に属する費用のおおよその割合 ４２％   販売費に属する費用のおおよその割合 ４２％ 

  一般管理費に属する費用のおおよその割合 ５８％   一般管理費に属する費用のおおよその割合 ５８％ 

  

２ 研究開発費の総額 ２ 研究開発費の総額 

  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

  １，４４１ 百万円    １，４０９ 百万円  

  

３ 他勘定振替出高の内容 ３ 他勘定振替出高の内容 

 販売費及び一般管理費 ６８４ 百万円   営業譲渡による振替 １，１７７ 百万円  

  販売費及び一般管理費 ８３３   

  特別損失 ２，１３７   

  計 ４，１４７   

  

４ 固定資産除却損の内容 ４ 固定資産除却損の内容 

 建物 ８６ 百万円   建物 １４ 百万円  

 構築物 １７    構築物 ７   

 機械及び装置 ３２    機械及び装置 ８４   

 工具、器具及び備品 ２１    工具、器具及び備品 １５８   

 その他 ４２    その他 １１   

 計 １９８    計 ２７４   

  

５ 関係会社に関する事項 ５ 関係会社に関する事項 

 原材料仕入高 ４０，６８９ 百万円   売上高 １５，２５９ 百万円  

 受取利息 ７０４    原材料仕入高 ５７，０８７   

  賃貸料 １，５３６   

  受取利息 ５０９   

  

６ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰入額１０百万円を含んで

いる。 

６ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰入額１２５百万円を含ん

でいる。 
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前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

―――――― ７ 減損損失 

 

 

 

 

 

 

 

 

  当社は、事業用資産については管理会計上の区分を基準に、

主として工場単位、遊休資産については個別にグループ化し、

減損損失の判定を行った。その結果、以下の資産グループにお

ける山林の時価の大幅な下落により、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（１，４９１百万円）として特

別損失に計上した。その内訳は、構築物１３百万円、土地９６３百

万円、山林及び植林５１５百万円である。 

  場所 用途 種類  

   

  

鳴門山林 
（徳島県鳴門市） 

山林 
構築物、土地、
山林及び植林  

  

 

 

 

  なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正

味売却価額の算定に当たっては、第三者による鑑定評価を基に

算定している。 
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 （重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――― 

 

 

 

 当社は、平成 16 年５月 17 日開催の取締役会において、当社の

住宅機器・木質内装建材等の製造等に関する事業を譲渡する契約

を当社の子会社である北陸ダイケンプロダクツ㈱及び中部ダイケ

ンプロダクツ㈱との間で締結することを決議し、同日付で営業譲

渡契約を締結した。  

  

１．井波工場事業の営業譲渡について  

 (1)譲渡する事業の内容  

  当社の井波工場における、住宅機器等の製造等に関する事業  

 (2)譲渡先  

  北陸ダイケンプロダクツ㈱  

 (3)譲渡する事業の規模  

  売上高 ３４，２６５百万円（平成 16 年３月期当社実績）  

 

 

 （注）北陸ダイケンプロダクツ㈱が製造する製品は、その全数

量を当社が購入し顧客等に販売する予定のため、本営業譲

渡による当社の売上高への影響はない見込み。  

 (4)譲渡する資産及び譲渡価額  

   譲渡財産は、譲渡日現在の井波工場事業に属する現金・預

金、仕掛品・原材料・貯蔵品とする。  

 （注）４９７百万円（平成 16 年３月 31 日現在）  

 (5)譲渡期日  

  平成 16 年 10 月１日（予定）  

  

２．名古屋工場事業の営業譲渡について  

 (1)譲渡する事業の内容  

   当社の名古屋工場における、木質内装建材等の製造等に関す

る事業  

 (2)譲渡先  

  中部ダイケンプロダクツ㈱  

 (3)譲渡する事業の規模  

  売上高 １８，４６３百万円（平成 16 年３月期当社実績）  

 

 

 （注）中部ダイケンプロダクツ㈱が製造する製品は、その全数

量を当社が購入し顧客等に販売する予定のため、本営業譲

渡による当社の売上高への影響はない見込み。  

 (4)譲渡する資産及び譲渡価額  

   譲渡財産は、譲渡日現在の名古屋工場事業に属する現金・預

金、仕掛品・原材料・貯蔵品とする。  

 （注）６８６百万円（平成 16 年３月 31 日現在）  

 (5)譲渡期日  

  平成 16 年 10 月１日（予定）  
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 （リース取引関係） 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

 
 （有価証券関係） 
 前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

 

 
 （税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前事業年度  当事業年度  

 （平成16年３月31日）  （平成17年３月31日）  

 繰延税金資産         

  貸倒引当金損金算入限度超過額 ２，４２２ 百万円   ８８１ 百万円  

  賞与引当金損金算入限度超過額 ５０７    ４９０   

  未払事業税否認 ８    １０５   

  退職給付引当金損金算入限度超過額 ４，２３３    ３，７２５   

  繰越欠損金 １５４    －   

  ゴルフ会員権評価損 ５４    ４１   

  投資有価証券評価損 １９０    ４９８   

  固定資産の減損 －    ６０８   

  販売用土地の評価損 －    ６２０   

  営業権償却 －    １３０   

  その他 ４８    ８９   

 繰延資産小計 ７，６１６    ７，１８７   

 繰延資産合計 ７，６１６    ７，１８７   

         

 繰延税金負債         

  特別償却積立金  △１    －   

  海外投資等損失積立金  △３８    －   

  その他有価証券評価差額金  △１，４６１    △１，００６   

  退職給付信託設定益  △２，６２２    △２，６２２   

 繰延税金負債合計  △４，１２２    △３，６２８   

 繰延税金資産（負債）の純額  ３，４９４    ３，５５９   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の

内訳 

 前事業年度  当事業年度  

 （平成16年３月31日）  （平成17年３月31日）  

 法定実効税率  ４２．０ ％   ４０．６ ％  

 （調整）        

  交際費等永久に損金に算入されない項目  ４．４    ３．９   

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △１．６    △２．０   

  住民税等均等割等  ２．９    ２．５   

  ＩＴ及びＲ＆Ｄ税額控除  －    △６．１   

  国外関連者への寄付金  １．０    －   

  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  ０．６    －   

  その他  △０．６    △０．１   

 税効果会計適用後の法人税率の負担率  ４８．７    ３８．８   

 


